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1．緒 口

　この1年間における宇宙開発の進展は目覚ましいものがあり、1969年7月にはアメリカのアポ・11号による

人類初の月着陸成功という記念すべき大事業が達成され、わが国にむいても1970年2月シムダー4S　5号機

による初の国産衛星“おむすみ”の成功があった。また、まもなくミュー・4Sによる科学衛星MS　1の打上げが

試みられようという段階になっている。

　UH委員会は超高張力鋼の破壊じん性ならびに溶接性に関して小規模ながら長期にわたる研究を続けているが、昭

和40年度より以下に示すような国産超高張力鋼について研究を実施した。

記　号
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2．1U
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昭和年度

　40

　40

　40

　41

　41

42・43

42・43

42・43

　これらのうち昭和40、

なわち4U、5U、

　　　鋼　　　　　　　種

18N　i－　9Go　－　5Mo

4N　i 12C　r－12Co－5Mo

300M低合金マルテンサイト鋼

18Ni－　9Co－　5M（）

　4Nl－12Cr－12Co－5ぬ

　9Ni－　4Co－0．25C

17－7PH

I　N処理低合金HT140

板厚㎜

　6

　5

　6

　5

　2．2

　2．2

　3．5

　2．2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1），（2）
41年度はそれぞれ報告書が公表されてむり　　　本報告書は昭和42、 43年度分、す

　　　　　　　　　6Uに関する結果を取りまとめたものである。今回は前回の2．2Uに引き続き板厚2．2伽と比較

的小形のモーターケースに相当する材料に重点を齢いたが、一部は鋼板製造の都合で3．5㎜のものを用いた。従来の

試験結果との比較を容易にするため実験項目もほとんど同様のものを採用した。

　特に今回は超高張力鋼の応用分野がロケットに限定されないことを考慮して疲労試験も行なった。

　超高張力鋼はたとえば遠心分離法によるウラン濃縮装置のような新たな分野への応用も実現してむり、近い将来の

急速な発展が期待されている。

　本研究を実施した委員会の構成メンバーはつぎのと蔚りである。

鉄鋼部会技術委員会UH委員会構成
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（東京大学原子力工学科）

（東京工業大学生産機械工学科）

（防衛庁技術研究所第1研究所）

（船舶技術研究所溶接工作部）

（東京大学原子力工学科）

（川崎製鉄㈱技術開発部）

（富士製鉄㈱技術開発部）

（1）　日本溶接協会鉄鋼部会技術委員会UH委員会“150～200Kg／鋸鋸2級超高張力鋼の溶接ならびに破壊靱性に関する研究”（1967．7．27）

（2）上記委員会“国産超高張力鋼むよび溶接部の基準設定に関する研究”（1969．3．31）
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（東京大学船舶工学科）
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（金属材料技術研究所溶接研究部）

（金属材料技術研究所溶接研究部）

し東京大学生産技術研究所）

（石川島播磨重工業㈱技術研究所）

（日本冶金工業㈱川崎製造所）

（三菱重工業㈱明石工場溶接研究課）

（八幡製鉄㈱技術開発部）

（㈱日本製鋼所技術部）

（住友金属工業㈱東京技術部）

（㈱神戸製鋼所中央研究所）

（三菱製鋼㈱技術研究所）

（石川島播磨重工業㈱呉造船所）

（㈱日立製作所技術管理部）

（富士溶接棒㈱）

（日産自動車㈱宇宙航空部）

（（社）日本溶接協会）

（（社）日本溶接協会）

O印は取りまとめ担当者
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